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d 内国抵当証券に係る法制度の概要
内国抵当証券の発行の法的効果、内国抵当証券の目的財産（内国抵当証券に表示される抵当権
の目的たる土地若しくは建物又は抵当権の目的たる地上権の目的たる土地をいう。以下この様式
において同じ。）の管理者の義務・責任等に関し適用される法律の名称及びその主な内容を記載す
ること。

e 内国抵当証券の基本的性格
内国抵当証券の基本的性格（譲渡の方法、内国抵当証券上の権利行使の方法）について記載す
ること。

Ĉ 内国抵当証券の目的財産の沿革
内国抵当証券の目的財産に係る抵当権の設定経緯について記載すること。

D̂ 内国抵当証券の目的財産に関し関係を有する者
ａ 内国抵当証券に表示される貸付債権の債務者、内国抵当証券に表示される抵当権の設定者、
当該債務者に信用補完（内国抵当証券に表示される抵当権の設定を除く。F̂及びĤにおいて同
じ。）等を行っている者及び当該貸付債権の回収の委託を受けた者についてその名称及び関係業
務の内容を簡潔に記載すること。
ｂ 当該関係業務の業務受託者の不履行があった場合又は業務受託者が倒産した場合等の取扱い
等のうち、内国抵当証券の目的財産に関し法令又は内国抵当証券に表示される貸付債権に係る
貸付契約若しくは抵当権設定契約において定めがある場合には、その内容を記載すること。

Ê 金融商品取引業者の貸付に係る事業の概要
金融商品取引業者の貸付に係る事業の概要及び当該事業に影響を与える社会・経済背景等につ
いて記載すること。

F̂ 貸付債権の内容
内国抵当証券に表示される貸付債権について、その発生原因、元本の償還期間、元本返済の方
法、固定金利・変動金利の別及び金利等、その基本的性格について概略的に記載すること。内国
抵当証券に表示される貸付債権について、信用補完がなされているものに限られている場合には
その内容を概略的に記載すること。

Ĝ 貸付債権の回収方法
内国抵当証券に表示される貸付債権の回収の方法及び手続について記載すること。

Ĥ 信用補完
当該届出に係る内国抵当証券に表示される貸付債権の元本の償還等について信用補完がなされ
ている場合には、その内容を記載すること。

Î その他
内国抵当証券に係る抵当権設定契約のうち重要事項を記載すること。

Ĵ 内国抵当証券保有者の権利
ａ 内国抵当証券の償還金額の計算方法等について記載すること。
ｂ 内国抵当証券に表示される貸付債権その他の権利に関しその内容（権利の発生及び消滅時期
を含む。）及び権利行使の手続について記載すること。

H̃ その他
当該募集又は売出しに係る目論見書に写真、図面その他特に記載しようとする事項がある場合
には、その旨及び目論見書への記載箇所を記載すること。

Ĩ 発行者の経理状況
「第１ 発行者の経理状況」の事項については、企業内容等の開示に関する内閣府令第二号様
式「第二部 企業情報」の「第５ 経理の状況」に準じて記載すること。

J̃ 貸付債権に係る債務者の経理の概況
貸付債権に係る債務者が法人である場合には、最近２事業年度に係る会社法第435条第２項の

貸借対照表及び損益計算書で、定時株主総会の承認を受けたもの（株式会社以外の法人にあって
は、これらに準ずるもの）を記載すること。

K̃ 組織再編成（公開買付け）に関する情報
内国抵当証券に係る組織再編成発行手続若しくは組織再編成交付手続を行う場合又は公開買付
け（法第27条の３第１項に規定する公開買付けをいう。）につき内国抵当証券をその買付け等（法
第27条の２第１項に規定する買付け等をいう。）の対価とする場合において、法第27条の４第１項
の規定により当該公開買付けに係る公開買付届出書と同時に本有価証券届出書を提出するときに
は、「第一部 証券情報」の次に「組織再編成（公開買付け）に関する情報」の項を設けて、当該
情報を企業内容等の開示に関する内閣府令第二号の六様式「記載上の注意」\からdまでに準じ
て記載すること。

K̂ 貸付債権の弁済状況
当該届出に係る内国抵当証券に表示される貸付債権について、債務者の弁済状況、履行遅滞の
有無及び遅滞があった場合にはその状況について、有価証券届出書提出日の直近日及び当該提出
日の直近２計算期間（第23条に定める期間をいう。）の末日における件数並びに金額及びその構成
比を記載すること。

L̃ 内国抵当証券の目的財産の概要
内国抵当証券に表示される抵当権の目的たる土地、建物又は地上権の表示、抵当権設定者及び
第三取得者の氏名及び住所、抵当権の順位及び登記の年月日、当該抵当権以外の抵当権その他担
保権の登記があるときは債権額、債権者の氏名及び住所並びに登記の年月日その他内国抵当証券
の目的財産に係る重要事項の概要を記載すること。

C̃ 内国抵当証券の目的財産の利用及び管理状況
内国抵当証券の目的財産に係る地上権、永小作権、地役権又は賃借権の登記があるときはその
権利者の氏名及び住所並びに登記の年月日、登記されていない内国抵当証券の目的財産の利用権
に関する契約があるときはその契約の概要（利用権の内容及び期間、利用権を有する者の氏名及
び住所、契約の終了事由）、その他内国抵当証券の目的財産を占有している者の有無及び当該占
有者による占有の状況並びに内国抵当証券の目的財産の管理を委託された者がある場合にはその
管理者の名称又は氏名及び住所及び管理状況を記載すること。

D̃ 内国抵当証券の目的財産の評価に関する事項
抵当証券法（昭和６年法律第15号）第11条の規定により内国抵当証券の交付を受けた時の内国
抵当証券の目的財産の鑑定評価額及び有価証券届出書提出日前１年以内における鑑定評価額、公
示価格、路線価、販売公表価格、その他これに準じて公正と認められる価格（併せて評価方法及
び評価者の氏名又は名称等）について記載すること。

Ẽ 内国抵当証券に表示される抵当権に優先する権利の内容
内国抵当証券に表示される抵当権に優先する権利があるときは、当該権利の内容及び被担保債
権額を記載すること。

F̃ 抵当権の実行に係る制約
ａ 内国抵当証券の目的財産について、不法占有者の存在、内国抵当証券に表示される抵当権の
実行に係る制約その他の重要事項がある場合には、その内容を記載すること。
ｂ 内国抵当証券の目的財産に影響を及ぼす訴訟事件その他重要な事実がある場合には、その内
容を記載すること。

G̃ リスク情報
ａ 有価証券届出書に記載した事項のうち、債務者に関する事項、抵当権に関する事項等、投資
者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項を一括して具体的に、分かりやすく、かつ、
簡潔に記載すること。
ｂ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は有価証券届出書提出日現在において判断
したものである旨を記載すること。
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